
高齢期雇用就業支援コーナー事業の廃止について

平成 年 月 日2 1 1 2 1 0
厚生労働省職業安定局

高齢・障害者雇用対策部

１ 高齢期雇用就業支援コーナー事業

公的年金の支給開始年齢の引上げが進められる中で、在職労働者等に対

し高齢期においても希望と能力に応じて多様な働き方を選択できるよう、

必要なキャリア・技能の向上を図るなど職業生活設計に関する相談・援助

を行う事業であり （独）高齢・障害者雇用支援機構において運営（都道、

府県雇用開発協会等へ委託して実施）

２ 民間競争入札の実施

高齢期雇用就業支援コーナーについては、平成 年度より全国 か所20 14
に重点化を行ったが、公共サービス改革基本方針（平成 年 月 日20 12 19
閣議決定）に基づき民間競争入札を実施することとし、東京、愛知、広島

3 21 8 21 10の 箇所について平成 年 月 日に入札公告を実施し（入札期限

）、 。月 日 平成 年 月から落札者による事業を実施する予定であった15 22 1

３ 高齢期雇用就業支援コーナー事業の廃止

（独）高齢・障害者雇用支援機構に対して、様々な指摘がなされたこと

から、事業の見直しを行い、 月 日、厚生労働大臣より、高齢期雇用11 9
就業支援コーナーについては、その実績（平成 年度 件）及びハ20 41,784
ローワークとの業務の重複を勘案して全廃することとし、これに伴い、既

に実施していた入札について中止することを公表

４ 民間競争入札の中止

（ ） 、 、独 高齢・障害者雇用支援機構は 月 日に入札公告を取り消し11 10
平成 年 月からの民間競争入札は中止22 1
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○

事項名 担当府省等

○ 　（独）高齢・障害者雇用支援機構の設置・運営する「高齢期雇用就
業支援コーナー」（全国47箇所）について、業務の見直し及び箇所数
の削減の結果、重点実施箇所として都市部等に存続することとした
常設型施設（全国14箇所）において、民間競争入札を実施すること
とし、入札の対象範囲、実施予定時期、契約期間等は、原則として
次のとおりとする。

【入札等の対象官署・事業所の数・所在地】
　全国14箇所のうち東京、愛知、広島の3箇所

【平成22年度以降の事業における対象範囲等の拡大措置】
　民間競争入札の対象箇所の拡大について、上記の民間競争入札の
検証結果等も踏まえた上で検討する。

（２３）（独）高齢・
障害者雇用支援
機構の設置・運営
する「高齢期雇用
就業支援コー
ナー」事業

厚生労働省

【業務の概要及び入札等の対象範囲】
　高齢期における職業生活設計に関する助言又は指導

【入札等の実施予定時期】
  平成21年9月までに入札公告を実施し、平成22年1月から落札者によ
る事業を実施

【契約期間】
　平成22年1月から平成25年3月までの3年3か月間

措置の内容等

独立行政法人整理合理化計画（抄）
（平成19年12月24日閣議決定）

Ⅱ．各独立行政法人の事務・事業及び組織等について講ずべき措置
　　２．各独立行政法人について講ずべき措置
　　 各独立行政法人について講ずべき措置は、別表のとおりである。

別表
　【厚生労働省】

事務及び事業の見直し

【高齢期における職業生活設計に関する助言又は指導業務（高齢期雇用就業支援
コーナー）】

高齢・障害者雇用
支援機構

Ⅳ．その他
　２．整理合理化計画の実施
　　(1) Ⅱ及びⅢで取り組むこととされた事項について、原則として平成22年度末までに措置する。

利用ニーズの少ない地域では廃止する等業務の見直し及び箇所数の削減を行
い、存続するコーナーの一部に民間競争入札を導入する。また、次期中期目標期
間中に、民間競争入札の範囲の拡大等を検討し、業務実績等を踏まえ、廃止を
含めた業務の在り方を検討する。

公共サービス改革基本方針　別表（抄）
（平成20年12月19日閣議決定）

９．独立行政法人の業務
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行政刷新会議 「事業仕分け」の概要

（ 独）高齢・障害者雇用支援機構運営費交付金等）（

（※）行政刷新会議 第２ＷＧ

（平成21年11月17日）によるもの

１ 評価結果

見直しを行う

（廃止 ０名 自治体/民間 １名 見直しは行わない ０名 見直しを行う １１名）

ア.契約を見直し、委託費を削減 １１名

イ.高齢期雇用就業支援コーナーを廃止 １１名

ウ.さらなる経費縮減 １０名

エ.その他 ０名

２ とりまとめコメント

高齢・障害者雇用支援機構の見直しを行っていただきたい。

とりわけ「１社契約を見直し、委託費を削減」することと「高

齢期雇用就業支援コーナーを廃止」することは、22 年度からし

っかり実施していただくことを担保してもらいたい。

さらなる経費削減については、人件費の縮減、調査・研究事

業の重複・不要なものをやめる、給付金以外は自治体でもでき

。るのではないかという意見もあったので整理していただきたい

さらに、参入障壁にならないような資格要件とすることで、１

者応札にならないようにしていただきたい。

また、資料が民間の方から見てわかりにくいという意見にも

しっかり耳を傾けていただきたい。
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